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録すべき住所について、登記事項証明書又は登記事項要約書（以下「登

記事項証明書等」という。）に、当該住所につき行政区画以外のものを

記載しない措置（以下「代表取締役等住所非表示措置」という。）を講

ずるよう申し出ることができるものとされた（規則第３１条の３第１項

前段）。

なお、ここでいう「行政区画」とは、都道府県及び市区町村をいい、

指定都市（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第

１項に規定する指定都市をいう。）においては、同法第２５２条の２０

第１項に規定する区を含むものとする。

また、代表取締役等住所非表示措置の対象となる会社は、株式会社（会

社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１７年法律第８

７号）第３条第２項に規定する特例有限会社を除く。）であり、その他

の会社並びに各種の法人、投資事業有限責任組合、有限責任事業組合及

び限定責任信託については対象外である（改正省令第２条から第７条ま

で）。

(2) 申出を行うことができる登記の申請

代表取締役等住所非表示措置は、登記の申請と併せて申し出るものと

されたところ、この対象となる株式会社の登記は、設立の登記、本店を

他の登記所の管轄区域内に移転した場合の新所在地における登記、代表

取締役若しくは代表執行役の就任若しくは住所変更による変更の登記、

清算人の登記又は代表清算人の就任若しくは住所変更による変更の登記

とされた（規則第３１条の３第１項前段）。

なお、代表取締役又は代表執行役の就任の登記には、重任の登記を含

み、また、重任の登記や本店を他の登記所の管轄区域内に移転した場合

の新所在地における登記であって、既に登記されている代表取締役又は

代表執行役の住所から変更がない場合であっても、代表取締役等住所非

表示措置の申出をすることができる。

(3) 申出の方法

代表取締役等は、代表取締役等住所非表示措置の申出をする場合には、

上記(2)の登記の申請書に代表取締役等住所非表示措置を講ずべき代表

取締役等の氏名及び住所を記載するとともに、金融商品取引法（昭和２

３年法律第２５号）第２条第１６項に規定する金融商品取引所（以下「金
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融商品取引所」という。）に上場されている株式を発行している株式会

社（以下「上場会社」という。）であって、既に代表取締役等住所非表

示措置が講じられているものを除き、以下のとおり必要な書面を添付し

なければならないものとされた（規則第３１条の３第１項後段）。

なお、上場会社であって、既に代表取締役等住所非表示措置が講じら

れているものが、申出の時点において上場会社であることについては、

登記記録等から登記の申請をした会社が公開会社であることを確認する

ことをもって足りる。

ア 上場会社以外の株式会社であって、代表取締役等住所非表示措置が

講じられていない場合（規則第３１条の３第１項第１号）

(ｱ) 株式会社の本店所在場所における実在性を証する書面（規則第３

１条の３第１項第１号イ）

代表取締役等住所非表示措置の申出をする株式会社の本店所在場

所における実在性を証する書面として、当該申出と併せて行う登記

の申請を受任した資格者代理人（登記の申請の代理を業として行う

ことができる代理人に限られる。）によって当該株式会社が本店の

所在場所において実在することを確認した書面又は当該株式会社が

受取人として記載された書面がその本店の所在場所に宛てて配達証

明郵便若しくはこれに準ずるものとして法務大臣が定めるものによ

り送付されたことを証する書面の添付を要するものとされた。

前者の書面には、別紙様式１の例により当該資格者代理人におい

て当該株式会社の本店所在場所における実在性を確認した日時及び

具体的な方法等を記載した当該資格者代理人の職印（当該資格者代

理人が法人の場合は、当該法人が登記所に提出している印鑑）を押

印した書面等が該当する。

後者の書面を添付する場合には、配達証明書と併せて当該株式会

社の商号及び本店所在場所が送付先として記載された郵便物受領証

の添付を要し、当該配達証明書及び郵便物受領証に記載された当該

株式会社の商号又は本店所在場所が登記記録と合致しない場合に

は、代表取締役等住所非表示措置を講ずることはできない。

(ｲ) 代表取締役等の住所等を証する書面（規則第３１条の３第１項第

１号ロ）
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代表取締役等住所非表示措置の対象となる代表取締役等につい

て、氏名及び住所が記載された市町村長その他の公務員が作成した

証明書の添付を要するものとされた。

この証明書には、住民票の写し若しくは住民票記載事項証明書、

戸籍の附票の写し又は当該代表取締役等の氏名及び住所が記載され

た日本国領事が作成した証明書のほか、運転免許証や個人番号カー

ド等の写しであって、当該代表取締役等が原本と相違ない旨記載し、

記名したものが該当する。

なお、これらの証明書が代表取締役等住所非表示措置の申出と併

せて行う登記の申請書に添付されている場合には、当該申出のため

の改めての添付は要しないものとされているが、当該登記の申請で

登記される代表取締役等の住所については、これらの証明書に記載

されている住所と合致することを要する。

(ｳ) 株式会社の実質的支配者の本人特定事項を証する書面（規則第３

１条の３第１項第１号ハ）

代表取締役等住所非表示措置の申出をする株式会社の実質的支配

者の本人特定事項（以下単に「本人特定事項」という。）を証する

書面の添付を要するものとされた。

この書面として、当該申出と併せて行う登記の申請を受任した資

格者代理人（司法書士又は司法書士法人に限られる。）が犯罪によ

る収益の移転防止に関する法律（平成１９年法律第２２号）第４条

第１項の規定に基づき確認を行った本人特定事項の証明書が例示さ

れているところ、同法第６条の規定に基づき作成及び保存される確

認記録（同条第１項に規定する「確認記録」をいう。）の写しがこ

れに該当する。

このほか、本人特定事項を証する書面には、本人特定事項につい

ての当該株式会社の代表取締役等の供述を記載した書面であって当

該申出と併せて行う登記の申請の日の属する年度又はその前年度に

おいて公証人法（明治４１年法律第５３号）第５８条の２第１項の

認証を受けたものや公証人法施行規則（昭和２４年法務府令第９号）

第１３条の４第１項の規定に基づき申告した本人特定事項について

の申告受理及び認証証明書（当該申出と併せて行う登記の申請が当
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該株式会社の設立の日の属する年度又はその翌年度に行われる場合

に限る。）が該当する。

なお、当該株式会社について、当該申出と併せて行う登記の申請

の日の属する年度又はその前年度において、商業登記所における実

質的支配者情報一覧の保管等に関する規則（令和３年法務省告示第

１８７号）第７条に規定する実質的支配者情報一覧の写しの交付又

は同告示第２条の申出がされており、かつ、その旨が当該登記の申

請書に記載されている場合には、本人特定事項を証する書面の添付

は要しないものとされた。

イ 上場会社以外の株式会社であって、既に代表取締役等住所非表示措

置が講じられている場合（規則第３１条の３第１項第２号）

既に代表取締役等住所非表示措置が講じられている代表取締役等の

住所の変更の登記や代表取締役等住所非表示措置の対象となる代表取

締役等を追加する場合においては、上記ア(ｲ)の代表取締役等住所非

表示措置の対象となる代表取締役等の住所等を証する書面の添付を要

するが、その他の書面の添付は要しないものとされた。

なお、これらの証明書が代表取締役等住所非表示措置の申出と併せ

て行う登記の申請書に添付されている場合には、当該申出のための改

めての添付を要しないのは、上記ア(ｲ)なお書きと同様である。

ウ 上場会社であって、代表取締役等住所非表示措置を講じていない場

合（規則第３１条の３第１項第３号）

代表取締役等住所非表示措置の申出をする株式会社について、金融

商品取引所に当該株式会社の株式が上場されていることを認めるに足

りる書面の添付を要するものとされた。

この書面には、当該株式会社の上場に係る情報が掲載された金融商

品取引所のホームページの写し等が該当する。

なお、この書面の当該株式会社の代表取締役等による奥書等は不要

である。

２ 代表取締役等住所非表示措置の実施

登記官は、代表取締役等住所非表示措置の申出があった場合において、

当該申出が適当と認めるときは、代表取締役等住所非表示措置を講ずるも

のとされた（規則第３１条の３第２項）。この場合の記録例は、別紙記録
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例によるものとする。

なお、当該申出が規則第３１条の３第１項に規定する要件を満たしてい

ることをもって、当該申出が適当と認めて差し支えない。

また、代表取締役等住所非表示措置が講じられた登記記録が閉鎖され、

又は代表取締役等の登記事項が退任等により現に効力を有しないこととな

った場合においても、代表取締役等住所非表示措置は終了させない。

３ 代表取締役等住所非表示措置の継続

代表取締役等住所非表示措置が講じられている株式会社の登記の申請が

あった場合において、代表取締役等住所非表示措置が講じられている代表

取締役等の住所と同一のものを登記するときは、登記官は、当該代表取締

役等の住所につき、引き続き代表取締役等住所非表示措置を講ずるものと

された（規則第３１条の３第３項）。

「同一のものを登記するとき」とは、本店を他の登記所の管轄区域内に

移転した場合の新所在地における登記、重任又は再任の登記（いずれも当

該代表取締役等の住所に変更がない場合に限る。）が該当し、この場合に

は、改めて代表取締役等住所非表示措置の申出をすることを要しない。

他方で、既に代表取締役等住所非表示措置が講じられている代表取締役

等であっても、当該代表取締役等の住所に変更がある登記の申請をする場

合には、改めて代表取締役等住所非表示措置の申出が必要となる。

４ 代表取締役等住所非表示措置の終了

登記官は、以下の場合には、現に効力を有する登記事項（清算結了又は

規則第８１条第１項若しくは第１１７条第３項の規定により登記記録が閉

鎖されている場合においては、当該閉鎖時に現に効力を有していた登記事

項）について、代表取締役等住所非表示措置を終了させるものとされた（規

則第３１条の３第４項柱書き）。

(1) 代表取締役等住所非表示措置を希望しない旨の申出があった場合

登記官は、代表取締役等住所非表示措置が講じられた株式会社から、

代表取締役等住所非表示措置を希望しない旨の申出があったときは、代

表取締役等住所非表示措置を終了させるものとされた（規則第３１条の

３第４項第１号。申出書の様式については別紙様式２のとおり。）。

この場合において、代表取締役等住所非表示措置を希望しない旨の申

出をする株式会社は、申出書に代表取締役等住所非表示措置を希望しな
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い代表取締役等の氏名及び住所を記載するとともに、申出書又は委任に

よる代理人の権限を証する書面に当該株式会社が登記所に提出している

印鑑を押印しなければならないものとされた（規則第３１条の３第５

項）。

なお、代表取締役等住所非表示措置を希望しない旨の申出については、

登記の申請と併せてすることを要しない。

(2) 株式会社の本店所在場所における実在性が認められない場合

登記官は、代表取締役等住所非表示措置が講じられた株式会社につい

て、その本店が登記上の所在場所において実在すると認められないとき

は、当該株式会社の登記記録が清算結了等により閉鎖されている場合を

除き、代表取締役等住所非表示措置を終了させるものとされた（規則第

３１条の３第４項第２号）。

登記官が当該株式会社の本店が登記上の所在場所に実在すると認めら

れないときと判断するに当たっては、第三者から当該株式会社を受取人

とした郵便物が宛所不明により不達となったことを明らかにする書面

（以下「不達となったことを明らかにする書面」という。）を添付した

上で当該株式会社がその本店所在場所において実在しない旨の情報提供

が登記官に対してあったことなどが端緒となる。この場合において、当

該情報提供につき事実であることの蓋然性が高いものと登記官が判断し

たときには、規則第３１条の３第６項の規定に基づき、登記官は、当該

株式会社に対し別紙様式３による通知を転送不要郵便で送付するものと

し、一定の期間内に返送等がないことをもって、当該株式会社の本店が

登記上の所在場所において実在しないことを確認するものとする。

なお、弁護士又は司法書士法（昭和２５年法律第１９７号）第３条第

２項に規定する司法書士（以下「弁護士等」という。）から、当該弁護

士等の資格を証する書面の提示又は当該弁護士の職印につき当該弁護士

が所属する弁護士会が作成した証明書の提出と併せて、当該株式会社が

その本店所在場所において実在しないため代表取締役等住所非表示措置

を終了すべき旨を記載した当該弁護士等の職印が押印された上申書及び

不達となったことを明らかにする書面が提出された場合には、別紙様式

３による通知をすることなく、代表取締役等住所非表示措置を終了して

差し支えない。この場合において、弁護士等の資格を証する書面及び不
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達となったことを明らかにする書面については、当該弁護士等が原本と

相違がない旨を記載した写しの提出であっても差し支えない。また、弁

護士等の資格を証する書面について原本が提示された場合には、登記官

は、当該弁護士等の了解を得て、これらの書面の写しを作成し保存する

ものとする。

このほか、別紙様式３による通知、会社法（平成１７年法律第８６号）

第４７２条第２項に基づく通知その他の登記所から株式会社に対して発

出した通知等が宛所不明により不達となった場合においても、別紙様式

３に記載された期間を待つことなく、又は別紙様式３による通知をする

ことなく、代表取締役等住所非表示措置を終了して差し支えない。

(3) 上場会社でなくなったと認められる場合

登記官は、上場会社として代表取締役等住所非表示措置が講じられた

株式会社が上場会社でなくなったと認められるときは、代表取締役等住

所非表示措置を終了させるものとされた（規則第３１条の３第４項第２

号）。

ここでいう「上場会社でなくなったと認められるとき」とは、株式譲

渡制限の定款の定めの設定による変更の登記が申請されたとき等が該当

する。

なお、この場合において、同時に上記１(2)の登記の申請がされ、こ

れと併せて規則第３１条の３第１項第１号に規定する書面を添付した上

で代表取締役等住所非表示措置の申出があったときは、代表取締役等住

所非表示措置を終了させることなく、引き続き代表取締役等住所非表示

措置を講じるものとする。

(4) 閉鎖された登記記録について復活すべき事由があると認められる場合

登記官は、代表取締役等住所非表示措置が講じられた株式会社の閉鎖

された登記記録について復活すべき事由があると認められるときは、代

表取締役等住所非表示措置を終了させるものとされた（規則第３１条の

３第４項第３号）。

ここでいう「閉鎖された登記記録について復活すべき事由があると認

められるとき」とは、第三者から当該株式会社を所有権の登記名義人と

する不動産の登記事項証明書等を添付した上で当該株式会社の清算が未

了である旨の情報提供が登記官に対してあった場合などが該当する。
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５ 登記官による調査

登記官は、上記２から４までに掲げる措置を講ずるに当たって必要があ

ると認めるときは、これらの措置の対象となる株式会社の代表取締役等に

対して必要な情報提供等を求めることができるものとされた（規則第３１

条の３第６項）。

６ オンラインによる申出

上記１及び４(1)の申出は、オンラインによる登記の申請と同時に行う

場合に限り、オンラインにより行うことができるものとされた（規則第１

０１条第１項第１号の２）。

７ 書類の保存

代表取締役等住所非表示措置を希望しない旨の申出に関する書類（添付

書面を含む。）については、住所非表示措置申出等書類つづり込み帳につ

づり込むものとされた（規則第３４条第３項第７号の２）。

なお、代表取締役等住所非表示措置の申出は、上記１のとおり登記の申

請と同時に行うこととされたため、その添付書面については当該登記の申

請書と併せて申請書類つづり込み帳につづり込むものとする。

また、規則第３１条の３第１項第１号ハただし書に基づき本人特定事項

を証する書面の添付が省略された場合には、登記官は、登記所に保管され

ている当該申出をした株式会社の実質的支配者情報一覧の写しを作成の

上、併せて申請書類つづり込み帳につづり込むものとする。

８ 登記簿の附属書類の取扱い

代表取締役等住所非表示措置の申出の旨が記載された登記の申請書及び

その添付書面等の代表取締役等住所非表示措置の対象となる代表取締役等

の住所が記載されている登記簿の附属書類について、利害関係を有する者

から閲覧の請求があった場合の対応については従前のとおりであり、当該

住所が記載されている部分を塗抹するなどの特段の対応は要しない。

９ その他

(1) 登記義務について

代表取締役等住所非表示措置は登記事項証明書の記載事項に関する特

例であるため、代表取締役等住所非表示措置が講じられたことをもって、

会社法第９１５条第１項に規定する登記の義務を免れるものではない。

(2) 官公署への対応について
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代表取締役等住所非表示措置の対象である代表取締役等の住所に係る

情報につき、官公署（官公署から嘱託を受けた者を含む。）から請求等

があった場合には、当該情報を提供して差し支えない。

第３ 電気通信回線を使用して提供することに適しない情報に係る改正

商業登記簿に記録されている登記情報のうち、規則第３１条の３第２項の

規定により代表取締役等住所非表示措置が講じられることとなるものについ

て、電気通信回線を使用して提供することに適しない情報とされた（提供規

則第１条の２第１項第２号の２）。



１ 商業登記規則第３１条の３第１項の申出があった場合
(1) 設立の登記と同時の申出

役員に関する事項 東京都千代田区
代表取締役 法 務 太 郎

(2) 本店を他の登記所の管轄区域内に移転した場合の新所在地における登記と同時の申出

役員に関する事項 東京都千代田区 令和 ６年１０月 １日就任
代表取締役 法 務 太 郎

(3) 就任の登記と同時の申出

役員に関する事項 東京都千代田区 令和 ６年１０月 １日就任
代表取締役 法 務 太 郎

令和 ６年１０月 ４日登記

(4) 住所変更を伴わない重任の登記と同時の申出

役員に関する事項 東京都千代田区霞が関一丁目１番１号
代表取締役 法 務 太 郎

東京都千代田区 令和 ６年１０月 １日重任
代表取締役 法 務 太 郎

令和 ６年１０月 ４日登記

(5) 住所変更を伴う重任の登記と同時の申出

役員に関する事項 東京都千代田区霞が関一丁目１番１号
代表取締役 法 務 太 郎

東京都港区 令和 ６年１０月 １日重任
代表取締役 法 務 太 郎

令和 ６年１０月 ４日登記

(6) 住所移転の登記と同時の申出

役員に関する事項 東京都千代田区霞が関一丁目１番１号
代表取締役 法 務 太 郎

横浜市中区 令和 ６年１０月 １日住所
代表取締役 法 務 太 郎 移転

令和 ６年１０月 ４日登記

別紙記録例



２ 商業登記規則第３１条の３第２項の措置を講じた後、申出と併せて登記の申請がされた場合
(1) 同一行政区画内での住所移転の登記

役員に関する事項 東京都千代田区 令和 ６年１０月 １日就任
代表取締役 法 務 太 郎

令和 ６年１０月 ４日登記

東京都千代田区 令和 ６年１１月 １日住所
代表取締役 法 務 太 郎 移転

令和 ６年１１月 ８日登記

(2) 他の行政区画への住所移転の登記

役員に関する事項 東京都千代田区 令和 ６年１０月 １日就任
代表取締役 法 務 太 郎

令和 ６年１０月 ４日登記

東京都港区 令和 ６年１１月 １日住所
代表取締役 法 務 太 郎 移転

令和 ６年１１月 ８日登記

(3) 住所変更を伴わない重任の登記

役員に関する事項 東京都千代田区 令和 ６年１０月 １日就任
代表取締役 法 務 太 郎

令和 ６年１０月 ４日登記

東京都千代田区 令和 ８年１０月 １日重任
代表取締役 法 務 太 郎

令和 ８年１０月 ７日登記

(4) 住所変更を伴う重任の登記

役員に関する事項 東京都千代田区 令和 ６年１０月 １日就任
代表取締役 法 務 太 郎

令和 ６年１０月 ４日登記

東京都港区 令和 ８年１０月 １日重任
代表取締役 法 務 太 郎

令和 ８年１０月 ７日登記

３ 商業登記規則第３１条の３第２項の措置を講じた後、登記の申請のみがされた場合
(1) 同一行政区画内での住所移転の登記

役員に関する事項 東京都千代田区 令和 ６年１０月 １日就任
代表取締役 法 務 太 郎

令和 ６年１０月 ４日登記



別紙記録例

東京都千代田区霞が関一丁目１番１号 令和 ６年１１月 １日住所
代表取締役 法 務 太 郎 移転

令和 ６年１１月 ８日登記

(2) 他の行政区画への住所移転の登記

役員に関する事項 東京都千代田区 令和 ６年１０月 １日就任
代表取締役 法 務 太 郎

令和 ６年１０月 ４日登記

東京都港区東麻布二丁目１１番１１号 令和 ６年１１月 １日住所
代表取締役 法 務 太 郎 移転

令和 ６年１１月 ８日登記

(3) 住所変更を伴わない重任の登記

役員に関する事項 東京都千代田区 令和 ６年１０月 １日就任
代表取締役 法 務 太 郎

令和 ６年１０月 ４日登記

東京都千代田区 令和 ８年１０月 １日重任
代表取締役 法 務 太 郎

令和 ８年１０月 ７日登記

※住所変更を伴わない場合は、申出がない場合であっても、引き続き代表取締役等住所非表示措置を講ず
る（規則第３１条の３第３項）。

(4) 住所変更を伴う重任の登記

役員に関する事項 東京都千代田区 令和 ６年１０月 １日就任
代表取締役 法 務 太 郎

令和 ６年１０月 ４日登記

東京都港区東麻布二丁目１１番１１号 令和 ８年１０月 １日重任
代表取締役 法 務 太 郎

令和 ８年１０月 ７日登記

(5) 辞任の登記

役員に関する事項 東京都千代田区 令和 ６年１０月 １日就任
代表取締役 法 務 太 郎

令和 ６年１０月 ４日登記

令和 ７年１０月 １日辞任

令和 ７年１０月 ７日登記



４ 商業登記規則第３１条の３第４項の措置を講じた場合

役員に関する事項 東京都千代田区 令和 ６年１０月 １日就任
代表取締役 法 務 太 郎

令和 ６年１０月 ４日登記

東京都千代田区霞が関一丁目１番１号 令和 ７年１０月 １日住所
代表取締役 法 務 太 郎 非表示終了

令和 ７年１０月 １日登記



本店の実在性を確認したことを証する書面

年 月 日

当職は、本件登記申請の代理人として、以下のとおり、申請に係る株式会社が登記上の

本店所在場所に実在することを確認したことから、その旨を証明する。

〒 －

住所

氏名又は名称 ［印］

１ 本店

２ 商号

３ 代表取締役等住所非表示措置の対象者

資格：

住所：

氏名：

４ 本店実在性の確認の日時・方法

日時： 年 月 日

方法：□現認 □郵送 □その他（ ）

５ 本店実在性の具体的確認方法

別紙様式１





日記第 号

年 月 日

株式会社○○○○

代表取締役 ○○ ○○ 殿

○○市○○町○丁目○番○号

○○（地方）法務局 法人登記部門

貴社について、本店の所在場所における実在性につき疑義がありますので、

商業登記規則第３１条の３第６項の規定に基づき、お尋ねします。

現在においても登記上の本店の所在場所において貴社が実在する場合は、下

記回答欄に商号及び代表者氏名を記載するとともに、登記所に提出している印

鑑を押印の上、○年○月○日までに、登記所に持参し、又は返送してください。

なお、期限までに回答がない場合は、商業登記規則第３１条の３第４項第２

号の規定に基づき、代表取締役等住所非表示措置を終了します。

記

登記上の本店の所在場所に実在することにつ 登記所に提出した

き間違いありません。 印 鑑 の 押 印 欄
回

答 商号

欄 本店

代表者氏名

※（注意）

なお、この書面の内容に不明な点がありましたら、直ちに、上記の登記所に

連絡してください。

連絡先電話番号○○－○○○○－○○○○

別紙様式３




